第9章　フィリピン

本台　進

2005年1～9月期に，経済成長率は4.6％へと低下したため（Philippines, Central Bank of the Philippines，various years），表9.1では年間成長率を4.8％と仮定した。この成長率は表1.2に示す最新の成長率と同じである。これは2000年前後の成長率と比べると高いが，2004年の成長率に比べるとかなり小さいものである。消費者物価指数は2005年1～11月期に7.7％上昇し（表9.2），インフレが加速してきた。GDPデフレータの上昇はそれよりやや小さく2005年1～9月期に6.3％で，2005年後半における消費者物価指数の低上昇率を反映して，年間では6.5％になる見込みである。原油価格の高騰が燃料費，電力料金，水道料金の上昇要因となったが，食料品価格およびサービス料金は著しく低下した。また比較的良好な経済状況を反映して，ペソの為替レートが米ドルに対して上昇し，インフレ上昇率を抑えるのに役立っている。

中央政府が抱える重要な問題点は，財政赤字の削減と政府所有や政府管理企業における慢性的な赤字解消により，政府累積債務の拡大を阻止することである。アロヨ大統領は2004年5月に任期6年間として再選され，累積債務問題を解決するために慎重な経済政策を採用してきた。より具体的には，財政収支の改善と赤字国有企業の民営化である。その結果，2005年1～11月期の実績から推測すると，財政赤字は1998年以来初めてGDP比率で3％以下にまで下がってきた（表9.2）。政府債務の対GDP比率もまた1996年以来初めて下がり始めた。

さらに，ここ数ヵ月不確実であったが，付加価値税導入に関して最高裁判所が合憲であると判断したため，その導入に関する法律が11月に決定された。これはさらに大統領に2％以内で税率を増大させる裁量権を与えていて，2006年2月以降に税収を増大させると予想される。しかし，将来の財政赤字削減の可能性は著しく政治的な駆け引きに依存する。

なぜなら，2004年5月の大統領選挙における不正が2005年6月に明らかになり，アロヨ大統領内閣の多くの大臣が辞任し，大統領にも辞任を要求する声が上がったからである。国会における野党も大統領弾劾手続きを開始したが，9月初めに大統領支持者が弾劾手続きを阻止した。そのため大統領はこの政治的闘争に生き残ったが，弾劾手続きは2006年に再度開始される可能性があり，こうした状況が大統領の権限を著しく制限している。このため大統領は予定していた付加価値税率を上げることができず，財政赤字を削減することができない可能性がある。一方，これに対応するため，大統領は憲法を改正し，大統領制から議員内閣制へと移行を試みようとしている。次々と起こる辞任要求に対して，2006年1月に，アロヨ大統領はラモス元大統領と会談し，彼女の任期を2007年までに短縮する代わりに憲法改正案を提案した。事態が現状のまま動かないと，彼女は2010年の選挙まで大統領職に留まることができるが，次々に生じる政局変化に対して機敏に対応を迫られることになる。

2005年における対GDP比3％の経常収支黒字を反映して，対外債務額は絶対値ではほとんど減少しなかったものの，対GDP比では減少した（表9.2）。同様に，外貨準備もかなり高い水準にまで上昇した。海外のフィリピン人労働者からの送金（大部分は表9.2の経常移転（純）所得に含まれる）は非常に重要で，これが外貨準備の重要な増加要因となっている。

2003～04年における海外直接投資の流入は相対的に小さかったが，2005年1～9月期には8億1,200万米ドルへと急上昇し，2004年の同時期に比べて69％の増加となった。この増加は，経済特区における多国籍企業への電力料金の引き下げ，インフラ整備への多額の資金配分，マクロ経済安定のための財政赤字削減など，投資環境を改善した政府の努力の結果である。こうした方策は投資促進だけでなく，2006年以降の輸出促進にも役立つと考えられている。

2005年1～9月期における輸出は3.5％の増加，輸入はわずか0.7％の増加で，貿易の増加は相対的に低調であった（表9.3）。品目別では，機械製品の輸出および輸入額が最も大きい。ただし，その他電気機器の輸出額の一部はその他製品の中に含まれていて，機械製品に含まれていない年がある。こうした状況は，事務用・電算機器とその他電気製品が2004年と2005年1～9月期に全輸出の3分の1を占め，また事務用・電算機器とその電気製品の製造に必要な中間投入財輸入が全輸入の5分の2を占めること示すフィリピン統計の分類によっても明らかである（Philippines, Central Bank of the Philippines，various years）。それらの低輸出成長（1.6％）とマイナス輸入成長（－1.1％）が，2005年における低調な貿易の主な要因であった。

以前からフィリピンの重要な貿易相手国は，日本，米国，欧州工業国であったが，最近はそれら諸国との貿易シェアが低下しつつある（表9.4）。それとは対照的に，中国との貿易量が著しく拡大し，特に2001年末に中国が世界貿易機構に加入後，輸出量が拡大している。2005年1～9月期において，香港とシンガポールもかなり大きな輸出市場であるが，おそらくそれらを経由して第3国へ輸出される財が含まれていたものと考えられる。台湾とシンガポールからは輸入も大きいが，シンガポールからの輸入は第3国からシンガポール経由の財が多く含まれていると考えられる。

さらに日本は，重要な貿易相手国であると同時に，1986～2003年にフィリピンが受け入れた220億米ドルの政府開発援助のうち120億米ドルを提供した重要な援助供与国である（表9.4）。日本の都市銀行も民間資金の提供者としてかなり重要であった。しかし，日本からフィリピンへの証券投資やその他投資（主に種々の貸し付け）の純流入は，1995年以降に50億米ドルに達した直接投資の純流入額より小さいものであった（表9.5）。その結果，控え目に見ても2002年までに日本の多国籍企業がフィリピンで17万4,000人以上の労働者を雇用し，そのうちほとんどは製造業の雇用であったと推計できる。なかでも電気・情報通信機械企業は最大の雇用者で，輸送機械企業もかなり多くの労働者を雇用した（表9.6）。

包括的な経済協力関係を求めて，フィリピンと日本の両国政府は日本・フィリピン経済連携協定を締結するために現在交渉中である。これは，人的資源開発，情報通信技術，中小企業開発の分野において，知的所有権保護，競争的な通商取引環境，二国間相互協力の改善を目的とするものである。この協定は両国が相互に通商取引方策を改善し，将来両国の経済関係をより強力にすると考えられる。
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